
施策

令和7年度施策評価シート（評価対象年度：令和6年度）

基本政策
【分野】

子どもを産み育てやすく豊かな学びで未来を
拓くまちづくり

【子育て・教育分野】
12̲幼児教育・保育

所管部長
取りまとめ所属

こどもみらい部長
保育・幼稚園課

評価

進捗評価 概ね順調 評価の
判断理由

施策の内容
質の高い幼児教育と、保護者が安心して子どもを預け、仕事と子育てを両立できる環境を整えるため、幼稚園、保育所、認定こども園等の受
入体制や、保育を必要とする児童を対象とした児童コミュニティクラブ等の受入体制を確保します。
また、将来にわたる保育ニーズに対応するため、公立保育所の改修を行うなど、保育環境の充実を図ります。

めざす姿
健やかな子どもの育ちを支えるため、希望する全ての子どもが、質の高い幼児教育と保育を受けられる環境ができています。
就労家庭における、就学児童の放課後の居場所として、児童コミュニティクラブ等で子どもを預けられる環境が整備されています。

重点事業 保育士等確保対策事業

施策構成事業
児童コミュニティクラブ事業費 地域子ども・子育て支援事業費 公立保育所運営管理費
病児・病後児一時保育事業費 教育・保育推進事業費 子ども・子育て支援給付費
子育てのための施設等利用給付費

 保育所等待機児童数は、成果指標の実績値ベースで前年比約84％と減少しています。
 児童コミュニティクラブ待機児童数も同じく前年比約53%と減少しており、委託拡大によ
る効果を認められます。しかし、令和４年度現状値との比較では約191%と増加し、ニーズ自
体も増加傾向にあるため、目標値の達成に向け順調とは判断し難い状況です。

施策推進の方向性

方向性 拡大

施策推進上の課題･
環境変化

 保育所等待機児童は減少しているものの、いわゆる「隠れ待機児童」は増加しています。要因として、保育士の有効求人倍率の高止まり、
保育にあたり配慮を要する児童の増加など、保育所等を取り巻く様々な課題があり、その解決に向け実効性のあるアプローチが必要です。ま
た、児童コミュニティクラブもニーズの増加が顕著な一方で、学校の余裕教室の不足などから事業実施場所の拡大は困難な状態が続いてお
り、待機児童の解消に向けた明確な見通しを立てることが困難となっています。

総評・今後の施策
推進方針

 めざす姿を実現するためには、保育所等対し丁寧な意見の聞き取り等を行い、児童を受け入れるうえでの課題や施設運営の実情等を正確に
把握し、課題や実情に応じた実効性のある施策を実施することで、待機児童の解消はもとより、全てのこども達へ適切な教育・保育の機会を
提供する必要があります。また、児童コミュニティクラブについては、ニーズが増加する一方、各学校の教室数には限りがあり、アウトソー
シング等の推進はもとより、民間事業者の事業拡大や新規参入の促進に取り組むとともに、将来的には児童コミュニティクラブ以外の多様な
「子どもの居場所」と一体的に運用することで、より効率的・効果的に事業目的を達成できるよう、関連施策・事業の整理等に取り組む必要
があります。

評価の経過
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

概ね順調 概ね順調

成果指標
成果指標名

現状値 Ｒ５
実績値

Ｒ６
実績値

Ｒ７
実績値

Ｒ８
実績値

Ｒ９
実績値

Ｒ９
目標値(方向性)指標の定義

0人保育関連施設（保育所、認定こ
ども園、小規模保育施設）にお

ける待機児童数
児童コミュニティクラブ待機児

童数 36人
(R4)

130人 69人

保育所等待機児童数
31人
(R4)

19人 16人

0人
児童コミュニティクラブにおけ

る待機児童数
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事業内容
市内の保育所、認定こども園等で就労する保育士等を確保し、児童の受入体制を充実させることで、保育所等利用待機児童の解消を図るた
め、市独自の保育士等の就労に係る費用の補助を実施します。

重点事業の取組内容
事業名 保育士等確保対策事業

保育士等の就職説明会の開
催

取組工程

項 目

保育士等雇用促進の補助

継続実施

制度拡充の検討

実績
令和6年度

継続実施
 (開催時期の検討）

制度拡充の検討

計画

重点事業以外の取組内容

令和6年度
主な取組内容

●民間に運営を委託している児童コミュニティクラブのうち、４小学校・６クラブの委託期間が終了することから、当該クラブについて同時
に公募型プロポーザルを実施し、選定した事業者と新たな委託契約を締結し、委託による運営体制を維持しました。

保育士等確保のための情報
発信

令和6年度
取組内容

●より多角的な視点から受入体制の拡充に取り組むため、「保育士等確保対策事業」を「保育体制拡充事業」へと改め、実績（効果）がない
補助制度を廃止し、より保育所等の実情に即した補助を行えるよう「伊勢原市保育事業補助金」の交付要件の見直し等を検討しました。ま
た、「保育所就職説明会（9月7日・9園参加・13人来訪）」と「幼稚園・認定こども園就職説明会（７月６日開催・7園参加・９人来訪）」
を開催し、全体で７名の就職につなげることができました。就職説明会については、情報が届きやすいようホームページやSNSでの発信方法
を工夫したほか、保育士養成校等に周知しました。

継続実施継続実施
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